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◆前回審議会での確認事項①

大阪高潮対策恒久計画

＜計画高潮波形及び水門閉鎖条件＞

計画高潮波形は、満潮時に伊勢湾台風級の台風が室戸台風の
コースを通った場合の潮位波形を用い、以下のとおり、水門閉
鎖・開放水位の条件、水門閉鎖時間を設定した。

・計画高潮波形：伊勢湾台風規模の台風が室戸台風の経路
を通って、満潮時に来襲したことを想定した
潮位波形

・水門閉鎖水位：最高潮位発生前で潮位がOP＋2.50m

に達したとき
・水門開放水位：最高潮位発生後に潮位がOP＋3.50m

まで低下したとき
・水門閉鎖時間：４時間（右図参照）

• 防潮水門閉鎖時の内水対策について、計画降雨を最大時間雨量19.8mm/ hとした理由は。

流域一様に
この降雨を想定

水門を閉鎖するのは潮位がOP＋2.50mに達し、
OP+3.50mを下回るまでの４時間
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◆前回審議会での確認事項①

大阪高潮対策恒久計画

＜ポンプ排水量＞
毛馬排水機場の必要ポンプ排水量は、防潮水門閉鎖水位O.P.＋2.50mから開放水位O.P.＋3.50mまでの４時
間の全流出量から、以下のとおり算定した。

必要ポンプ排水量＝{河川流出量－河道内貯留量（O.P.＋2.5m～3.50m）} / ポ ン プ 稼 働 時 間

＝（640万m３－158万m３）/（4×3600sec）≒ 330 m３/s

• 防潮水門閉鎖時の内水対策について、計画降雨を最大時間雨量19.8mm/ hとした理由は。
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◆前回審議会での確認事項①

■現計画立案当時の台風性降雨の考え方

昭和４年から昭和45年までに大阪に影響を与えた台風の実績より、偏差と総降雨量との関係は以下のとおり

☞ 総降雨量の大きい台風並びに東側通過の台風（○または◎）は偏差があまり大きくならない

☞ 偏差2.00m以上を起こしている台風は大阪から100km以内の西側を通過する台風（⦿）のみで、総降雨量も比較的少ない

「防潮対策に関連する大阪市内河川の水工計画上の諸問題 ＜大阪府土木部都市河川課 那智俊雄＞」より抜粋

• 防潮水門閉鎖時の内水対策について、計画降雨を最大時間雨量19.8mm/ hとした理由は。
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◆前回審議会での確認事項①

最大時間雨量（mm/ｈ）

偏
差
（
m
）

水門建設以降、計画を超えたものはない。 昭和54年台風16号（９月30日～10月１日）
・時間最大雨量：53.5mm

・最高潮位：O.P.+3.04ｍ
・最大偏差：1.07ｍ
・規 模：
気圧-971.7hPa（大阪）
最大風速-35m/s

河道内貯留（水位）が3.5

ｍを超えていない。

毛馬排水場 ポンプ稼働 状況
⇒140m3/s

（排水能力 330m3/s）

※気象庁HPより、以下のデータを入手し整理。

・偏差： 大阪地点の毎時潮位偏差

・最大時間雨量 ： 大阪地点の１時間ごとの降水量

• 防潮水門閉鎖時の内水対策について、計画降雨を最大時間雨量19.8mm/ hとした理由は。
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◆前回審議会での確認事項②

• L1津波、L2津波、L1地震動、L2地震動について、それぞれどのようなものであるか。

L1津波

・数十年～百数十年の頻度で発生している津波

・西大阪地域（大阪市内）では、想定昭和南海地震（解析値）を対象としている

L2津波

・千年に一度あるいはそれよりもっと発生頻度が低いものを想定した津波

・西大阪地域（大阪市内）では、南海トラフ巨大地震を対象としている

設計津波の対象津波

防
潮
堤

L2津波 OP+5.59

L1津波 OP+4.98

防潮堤天端 OP+6.60
L2津波

L1津波

▲木津川水門下流におけるL１津波高、L2津波高▲大阪市（大和川以北）における津波高の設定
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◆前回審議会での確認事項②

• L1津波、L2津波、L1地震動、L2地震動について、それぞれどのようなものであるか。

L1地震動への対応

水門

防潮堤

L1地震動
を用いて耐震設計

「堤防、水門、排水機場等の全ての河川管理施設が健全性を損なわない」ことを目標に

設計地震動として設定し、耐震設計を実施している

L1地震動

構造物の供用期間中に発生する確率が高い地震動
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◆前回審議会での確認事項②

• L1津波、L2津波、L1地震動、L2地震動について、それぞれどのようなものであるか。

対象地点において現在から将来にわたって考えられる最大級の強さを持つ地震動

L2地震動

L2地震動への対応

・早期に修復可能な損傷に留める（堤防）

・ある程度の損傷が生じた場合においても、必要な高さを確保する（堤防）

・地震後においても水門の開閉や排水設備の機能を保持する（水門、排水機場）

対策イメージ

対策前 対策後

⇒ 上記を目標に、構造物を耐震照査を行い、対策が必要となった場合には、耐震補強を実施
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